


































































































































































































































































































































































































2012年度 3（勤務は４時間） １（非常勤） 0.1 96 0.7% 大学ＨＰに相談室のサイトを開設




2014年度 ６（勤務は８時間） ２（非常勤） 0.2 86 1.4% 就職に向けたメンタルヘルスセミナー（単回）






















（９月末現在） 12（勤務は36時間40分） １（常勤） 1 284 6.2％
学生委員会等関連委員会へ出席
開始
＊１）　２名体制になった後も勤務員数は１開室日につき１名
＊２）　2015年度学生相談機関に関する調査報告（日本学生相談学会，2016）で用いられた基準をもとにした．専任相談員またはそれに準ず
る相談員を週35時間勤務とみなし，実際の相談員の配置状況を計算式（非常勤相談員の勤務時間÷35）で算出した．
＊３）　計算式（来談学生実数÷本学の対象在籍学生数×100）で算出した．
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ては相談室を活用しようという学内の空気につながって
いき，学生相談活動を活発化させたと考えられる．
２．困り感の回収と多機能化
第三期は，活動がさらに広がり，学生相談室がより幅
広く活用され始めた時期と言える．下山らは学生相談室
が行う支援について，情報提供などを行う「教示助言」，
緊急事態に際し介入や援助を行う「危機介入」，心理教育
的に支援をする「教育啓発」，心理療法を中心とした「心
理治療」，医療的ケアを受ける学生の「療学援助」を挙げ
ているが７），第三期以降の活動を振り返ると，そのすべ
てを行っていることがわかる．対象も学生個人から，当
該学生をめぐる関係者小集団，学科単位にまで広がり，
さらには危機介入など大学コミュニティ全体に働きかけ
るような状況も経験した．
その中で，学生相談室は自ずとより多くの機能を発揮
させることになった．具体的には，もともと期待されて
いた心理面接機能に加え，学生個人とその置かれている
状況をアセスメントする機能，学生やその対応への理解
を促すコンサルテーション機能，全学対応が必要な事案
等について学内外をコーディネートする機能，情報を集
約したり必要情報を提供したりする機能などである．
そして，情報集約についてさらにいえば，それまでは
各部署や教職員個々で抱えざるを得なかった困り感まで
一緒に回収するようになった．学内各所に散らばってい
る困り感は，学生相談室にとって，介入の糸口がどこに
あり，どのような支援が必要であるかを知る大きな手が
かりになるのだが，関係教職員の立場からすれば，それ
が回収されることは，すなわち負担感が軽減されること
にほかならない．本来業務がある中で学生支援に関与す
ることはとかく教職員の負担を増大させるが，連携する
ことでむしろ負担感が減るとなれば，学生支援への組み
しやすさを生み，結果，関係各所の力が統合した包括支
援を可能なものにすると考えられる．その意味で，学生
相談室の多機能化は，多様な学生へのさまざまなアプロー
チを可能にしただけでなく，今後，学内連携の活性化と
全学支援の体制基盤につながっていく重要な要素のひと
つであると言えるだろう．
Ⅴ．今後の展望と課題
昨今，障がいや性的マイノリティといった多様性を踏
まえた学生支援のほか，男女共同参画やキャリア形成な
ども含めたダイバーシティの推進をはかる大学が増えて
きた．現在，本学の学生相談室が取り組んでいる活動は，
学生の多様な課題を網羅しているという点で，ダイバー
シティ支援であると見ることもできる．そして，そのよ
うな多面的な支援を進捗させるには，ふだん生活してい
る場で統合したサービスが受けられる地域包括ケアシス
テムの枠組みが参考になる．地域包括ケアシステムを支
える重要な要素には，関係者のスムーズな連携と問題解
決に向けて大局的にとらえることのできるシステム構築
があると言われている８）が，このことを大学における学
生支援に置き換え，本学の現状と考え合わせると，学生
相談室が学内連携のハブとなって，学生支援状況を俯瞰
したり統合したりしながら進める包括支援の形が考えら
れる．そのためには，今後，「学生相談室」という名称や
学内における分掌の再検討，活動内容を明確にするため
の規程の策定，相談員の位置づけの見直しなどがとりい
そぎの課題となっていくだろう．
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